
 

 

 

 

 

【概

■ 平

・

・

・

・

等

 

【参考

 

【参考

 

【今

■ 特

に

の

収
入
額

○所

概要】 

平成 23 年度税

・認定特定非

・認定特定非

・新認定法に

・地域におい

等が盛り込ま

考：所得税の

考：認定特定

今後の取組】

特定非営利活

に基づく新た

の整備を目指

収
入
額

所
得
控
除
額

―

課税所得

得控除 所得控
ため、
が減税

税制改正大綱

非営利活動法

非営利活動法

に基づく新た

いて活動する

まれた。  

の税額控除制

定非営利活動

】 

活動法人につ

たな認定制度

指すこととし

税
率

× ＝

控除を行った後に
所得税率が高い

税効果が大きい

「新しい公

綱（平成 22

法人、公益社

法人制度（Ｐ

たな認定制度

る特定非営利

制度の導入】

動法人のＰＳ

ついて、新認

度（地方団体

している。

税
額

＝

に税額を掛ける
い高所得者の方
。

公共」を

【061】

年 12 月 16

社団・財団法

ＰＳＴ要件等

度 

利活動法人等

 

ＳＴ要件の見

認定法（新た

体による認定

方
○税額控

税
額

―

支える市

内閣

日閣議決定

法人等への所

等）の見直し

等の支援（個

見直し】 

たな法律又は

、「仮認定」

控除 税額を算出
額を控除す
が大きい。

税
額
控
除
額

―

（例

○

○

市民公益税

閣府大臣官房

）において、

得税の税額控

人住民税） 

は特定非営利

の導入、監督

出した後に、税率
するため、小口の

）所得500万円の

寄附した場合

○所得控除の場

○税額控除の場

税制の拡充

房市民活動促

、 

控除制度の導

活動促進法

督規定の整備

率に関係なく、寄
の寄附にも減税効

の者が1.5万円を

の減税効果

場合：2,600円

場合：5,200円

充 

促進課 

導入 

 

 

 

改正）

備等）

附金
効果

を



金融庁総

 

（１）NPO

ＮＰ

項）に係

提供義務

同時に実

（２）日本政

○ 「企業

した。

○ 日本政

・公庫の

ととも

・都道府

 

【アウトカ

＜日本公庫

 

22 年度
 

総務企画局企

O バンクに対

Ｏバンクが行

係る事業に対

務を免除し、

実施済み。 

政策金融公庫

業活力強化貸

（平成 24 年

政策金融公庫

のＮＰＯ法人

もに公庫融資

府県のＮＰＯ

カム】 

庫ＮＰＯ法

度（4～12 月

ＮＰ

企画課,経済産

対する総量規

行う生活困窮

対する貸付に

、総量規制の

庫による NP

貸付（地域活

3月末まで）

庫（国民生活

人向け融資が

資の普及を図

Ｏ担当部局に

人向け融資実

末） 

ＰＯ等を

産業省地域経

規制及び指定

窮者向けの貸

については、

の対象外とす

PO 等向け融

活性化・雇用

 

活事業）にお

が 3期連続増

図った。 

に対しＮＰＯ

実績＞   

件 数

285 件

を支える小

【062】

経済産業ｸﾞﾙｰ

 

定信用情報機

貸付と特定非

一定の要件

する措置を改

融資の普及を

促進資金）社

おけるＮＰＯ

増加にある状

Ｏ向け貸付実

     

 

小規模金

ｰﾌﾟ立地環境

機関の使用・

非営利活動

件の下に、指定

改正貸金業法

を図る 

社会貢献型事

Ｏ向け融資実

況をプレス発

実績を送付し

     

  

前年比 

114.5％ 

金融制度

境整備課,財務

情報提供義務

（特定非営利

定信用情報機

法の施行（平

事業関連」の

実績 

発表し、公庫

、公庫融資の

     

金 

20 億 94

度の見直

務省大臣官房

務等の適用除

利活動促進法

機関の信用情

平成 22 年６月

の制度の取扱

庫の支援姿勢

の普及を図っ

 

額 

415 万円 

し等 

房政策金融課

除外の措置

法第２条第１

情報の使用

月 18 日）と

扱期間を延長

勢を明示する

った。 

  

前年比

135.7％

課 

・

と

長

 

る



 

 

 

【概要】 

 安全・安

任を促進

協働戦略

地域円卓

 

【進捗状況

 平成 22

ーキング

ープが開

府省が他

 協働戦略

ググルー

 消費者

ー等から

科学省講

 地域円卓

行委員会

を開催決

 

【社会的責任

安心で持続可

進する環境を

略」を策定し

卓会議のモデ

況】 

年 6 月以降

ググループ、

開催され、協

他のセクター

略策定に向け

ープの行動計

・市民教育モ

らなる実行委

講堂にて開催

卓会議のモデ

会が発足。平

決定。 

任円卓会議の

可能な社会の

を整備するた

し、実行する

デルを開催す

降、ともに生

持続可能な

協働に向けた

ーとともに審

けて、12 月

計画（素案）

モデル事業に

委員会が発足

催決定。 

デル開催につ

成 23 年 2月

のイメージ】

内閣府政

の実現に向け

ため、平成 2

とともに、平

する。 

きる社会の

な地域づくり

た各主体の具

審議。 

に開催した総

について議

については、

足し、平成 23

ついては、平

月 18日に県民

】 

【063】

政策統括官

 

け、広範な主体

23 年度春頃ま

平成 22 年～

形成ワーキ

ワーキング

具体的な役割

総合戦略部会

議論。 

11 月、人を

3 年 2 月 22、

平成 22 年 9 月

民参加型のフ

(経済社会シ

体の協働を推

までに「安全

23 年度にか

ンググループ

グループ、人

や実施時期等

会・運営委員

を育む基盤の

、23 日に「消

月、茨城県に

フォーラムと

システム担当

推進するとと

全・安心で持

かけて消費者

プ、地球規模

人を育む基盤

等を記した行

員会合同会議

の整備ワーキ

消費者教育フ

において「地

として「地域円

)付参事官(

ともに、組織

持続可能な未

・市民教育モ

模の課題解決

盤の整備ワー

行動計画につ

議において、

キンググルー

フェスタ」と

地域円卓会議

円卓会議 in

総括担当)付

織の社会的責

未来に向けた

モデル事業

決への参画ワ

ーキンググル

ついて、関係

各ワーキン

ープのメンバ

として、文部

議 in 茨城」実

茨城 2011」

付 

責

た

・

ワ

ル

係

ン

バ

部

実
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文部科学省生涯学習政策局政策課 

 

 

 

【概要】 

■ 文部科学省では、中央教育審議会等の専門家による検討に合わせて、当事者による「熟議」に

基づく意見を踏まえて政策形成を行っていくため、対面で行う熟議（「リアル熟議」）と文部科

学省「熟議カケアイ」サイト上で行う熟議（「ネット熟議」）を組み合わせて展開。 

 

※熟議とは…多くの当事者による「熟慮」と「議論」を重ねながら課題解決・政策形成をしていくこと 

 

【アウトカム】 

■ リアル熟議 

○教育現場の多様な当事者が様々なテーマで開催。 

○昨年 6月の本格展開以降、これまで、全国各地 50 箇所超で開催され、約 3千人が参加。 

■ ネット熟議 

○約 20 テーマで熟議が実施され、全国 47 都道府県・海外（登録者約 2 千 3 百人）から約 1 万 4

千件の対話・意見表明がなされてきた。（ページビューは約 190 万件） 

【具体的事例】 

■ リアル熟議 

○熟議の声は文部科学省の政策検討に活かすのみならず、政令指定都市の中期計画に組み込まれ

る施策が生まれているほか、地域を巻き込んだコミュニティ・ソリューションによる学校づく

りにつながる事例も生まれている。 

■ ネット熟議 

○教員の資質能力の向上方策について、審議会の検討に先立ち熟議を実施。（参加者により提案書

が取りまとめられ、政務三役・中教審に報告され、審議の材料として活用されている。） 

○「ＩＣＴの活用」に関する熟議等は、審議会等と併行して実施され、検討の土台にもなる等、

政策形成過程で様々に活用。 

 

「熟議」に基づく教育政策形成の推進 

 ネット熟議 

 （「熟議カケアイ」サイト上で行う熟議） 

リアル熟議（対面で行う熟議） 

ハイブリッド 

展開 

http://jukugi.mext.go.jp/ 
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【概要】 

 

 

 

 

 

 

【取組内容

 

 

 

 

 

 

【進捗・今

こ
れ
ま
で
の
進
捗 

 

■

を

究

開

 

今
後
の
取
組 

 

■

に

り

り

 

（※）縦断調

ミング

■失業や

き上げ

■その基

このた

府経済社会総

容】 

今後の取組

有識者

「幸福度に関

を立ち上げ、

究会を平成

開催 

「幸福度に関

において、幸

り方につい

りまとめ予定

(平成 23

調査とは、同

グ、因果関係

や貧困など

げる観点か

基盤として

ため、幸福度

総合研究所、

組】 

者研究会 

関する研究

、第 1 回の

22年12月

関する研究

幸福度指標の

いて報告書を

定 

年 6 月メド

同一調査対象を

係等を明らか

国民の幸福

ら、社会的

、人々の幸

度研究を以下

■幸福度

■各種ア

■また、

内閣府政策統

各

会」

の研

月に

 

■高齢

した

ケー

 

会」

の在

をと

ド) 

 

■さら

断プ

する

施予

(平

 

を継続的に調

にする調査の

福度が低下す

課題を解決

幸福感やその

下のとおり推

研究を推進

ンケート調

本研究にお

【065】

統括官（経済

 

 

各種アンケー

齢者、若年層

た幸福度に

ート調査を実

らに、幸福度

プレ調査（※）

るアンケー

予定 

平成 22～2

調査し、その

の手法。 

する要素を取

決していく必

 

の要因等を研

推進 
 

進するため、

調査を実施し

おいて、国際

済社会システ

ート調査 

層等を対象と

関するアン

実施中 

度に関する縦
）をはじめと

ート調査を実

23 年度) 

変化を捉える

取り除くなど

必要 

研究し、関連

有識者研究

し、幸福度を

際機関等とも

テム担当）付

国際

と

ン

 

縦

と

実

 

■幸福度

組を進

連携予

(平

 

ることにより

ど、人々の幸

連統計を整備

究会を開催 

を分析 

も連携 

付参事官（総

際機関等との

度に関し国

進めている

予定 

 

平成 23～24

り、対象の行動

幸福感・満足

備・充実する

総括担当）付

の連携 

国際的な取

OECD と

4 年) 

動変化のタイ

足感を引

る必要 

付 

 

イ



【066】 

金融庁総務企画局市場課 

 

 

【「総合的な取引所検討チーム」中間整理（2010 年 12 月 22日）概要】 

 総合的な取引所を実現するとの共通認識の下に取組を推進。 

 2013年の総合的な取引所の実現を目指し速やかに制度施策を実施。遅くとも2012

年通常国会に法案提出。 

 総合的な取引所の実現のための論点は、①取引所について、②清算機関について、

③規制・監督について、④税制について、⑤更なる規制改革について、の５つ。 

 これらの論点には、意見の集約に至っていない残された課題（※）あり。 

 これら論点の残された課題は、与党・民間事業者との意見交換を行い、速やかに

方針を固める。 

 総合的な取引所や清算機関のあるべき姿についても、国際競争に耐えうるという

観点から関係者間で議論。 

 

（※）残された主な課題 

 取引所や清算機関について、その統合等は民間の経営判断事項があることは前提としつつも、 

(A)政府としてアジアのメインマーケット実現の観点から、集約・統合を含むあるべき姿を示し

促していくのか、 

(B)統合・再編については取引所・清算機関の経営判断を尊重すべきであり、それらの経営判断

に先立って、政府が特定の方向を議論することは適切でないとするのか。 

 規制・監督について、 

(A)民主党政策集 INDEX2009 も踏まえ、金融商品取引監視委員会を創設しそこに一元化し、同委

員会と現物所管官庁の十分な相互連携等、責任を果たす制度的枠組みを設けるのか、 

(B)金融庁に一元化し、金融庁と現物所管官庁の十分な相互連携等、責任を果たす枠組みを設け

るのか、 

(C)一元化先がいずれであれ、一元化当局と現物所管官庁の十分な相互連携等、責任を果たす枠

組みを設けるのか。 

 

【今後の取組】 

 ①～⑤の論点については、可能な限り方向性を一致させる必要があり、残された

課題については、早急に政治決断し、方針を整理し明示する。 

 ①～⑤の論点の具体的取組を進め方向性が一致したものを、パッケージとしてとりまと

め、至急、その中でできるものから実現する。 

総合的な取引所の実現に向けた方針の決定 



 

 

 

 

 

【概

■ 温

れ

全

果

に

 

【ア

■ 2

 

【今

■ ア

 

概要】 

温室効果ガ

れる仕組み

全国に対し

果ガス 25%

に実施し、

アウトカム】

2011 年度末

今後の取組】

アウトカム

「緑の都市

（温室効

ガスの削減

みが構築さ

して「モデ

%削減に効果

全国展開

】 

末までに、約

】 

ムを達成する

化」と都市

果ガス２５％

に向けては

れることが

ル」となる

果的な先進

を目指す。

約 8,200t

るため、下

・地域構造の

％削減に効果

【067】

は、地域単位

が必要。チ

るような仕

進的対策の検

 

の温室効果

下記に例示す

の低炭素化等

果的な先進的

環境省

位でさまざ

ャレンジ２

仕組みの構築

検証など、

果ガスを削

する事業を

等に向けた制

的対策の検証

省総合環境政

ざまな技術が

２５地域づ

築を進める

実証事業に

減 

を実施。 

制度の構築、

証等を集中的

政策局環境計

が人々に利

づくり事業で

るため、 温

に絞って集

取組の推進

的に実施） 

計画課 

 

利用さ

では、

温室効

集中的

進 
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【概要】 

 大企業等

2008 年

削減及び

 

【アウトカ

 国内クレ

-CO2。）、

 オフセッ

40,392t

 

＜国内クレジッ

内クレジッ

 

 

【具体的事
 

＜国内クレジッ

北海道の温泉施

 

国内ク

23

100 118 125 125

3 8 8

画受付

レジット認証

等からの資金

10 月から国

び吸収の促進

カム】 

レジット制度

198 件で 9

ット・クレジ

t-CO2 のクレ

ット制度におけ

ト認証の累計件

事例】 

ト制度の事例＞

施設におけるヒー

レジットや

5 147

248

332

398 40

8 11 13 26

92 1

金・技術等の

国内クレジッ

進のため、20

度では、716

9,814ｔ-CO2

ジット（J-V

レジットが認

ける排出削減事

件数の推移＞ 

＞ 

ートポンプの導入に

オフセット

（

03 414
449

518

605

7

108 123 138 146
175

提供を通じ

ト制度を、

008 年 11 月か

件の事業計画

2のクレジッ

ER）制度では

認証されてい

業に係る計画受

による熱源機器の

・クレジッ

（ヒートポン

【069】

環境省地

716

198

 

た中小企業等

カーボン・オ

からオフセッ

画を受け付け

ットが認証さ

は、82 件の

る（2011 年

受付、国 ＜オ

ト

の更新

 

＜オフ

 継続

の増加

ジェク

(件

ットの拡充・

ンプ・コジェ

地球環境局地

等による温室

オフセットを

ット・クレジ

け（2012 年度

されている（

の削減・吸収

年１月 19 日時

オフセット・ク

ト登録、クレジ

フセット・クレジッ
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収プロジェク

時点）。 

レジット（J-V

ット認証の累計
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【070】 

環境省総合環境政策局環境経済課 

 

 

 

 

【概要】 

 

■ 導入に際して多額の初期投資（頭金）を負担することが困難な家庭及び事業者（中小企業等）につ

いて、頭金なしの「リース」という手法を活用することによって低炭素機器の普及を図り、もって

「エコで快適な暮らし」を実現。  

 

■ 具体的には、低炭素機器をリースで導入した場合に、リース料のうち３％を目安に助成（他に補助

制度がある場合にはどちらかを選択。）。 

  

■ 対象機器の例  

  家庭向け：既築住宅向け太陽光パネル 等 

（家庭用高効率給湯器等低価格製品は対象としない。）  

 事業者向け：高効率ボイラー、高効率ヒートポンプ給湯・空調、高効率照明、太陽光パネル、

高効率ショーケース、高効率冷凍冷蔵庫、ハイブリッド建機 等 

 

 

 

 

 

 

■ スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アウトカム】 

■ 約 26 万トンの CO2 削減（約 5万世帯分の年間排出量を削減） 

■ 約 650 億円の環境投資促進 

■ 約 2,000 人雇用創出 

低炭素機器に係るリースに対する助成 

   太陽光パネル 高効率ボイラー ハイブリッド建機 高効率 

ショーケース 

高効率 

冷蔵冷凍庫 

民
間
団
体(

公
募)

（補
助
事
業
者
） 

国 

（環 

境 

省
） 

指
定
リ
ー
ス
事
業
者

（間
接
補
助
事
業
者
） 

リ
ー
ス
先
（家
庭
・事
業
者
） 

補助金 

補助金の申請 

補助金の申請の審査・交付 

リース契約 

リース料の低減 



 

 

 

【概要】 

■ 地球温

果ガス

■「新成長

（※）制度

 

【2010 年

■ 環境コ

 

【今後の取

■ 環境コ

家庭の使

・ 個々

テン

・ より

の情

を、円滑

ツール等

温暖化対策に

ス排出量を抜

長戦略～「元

度の基盤整備

年における

ンシェルジ

取組】 

ンシェルジ

エネルギ

使用状況から

々の家庭の

ンシャルの推

り低炭素な使

情報提供 

滑に行うため

等の開発 

係る中期目標

本的に削減

元気な日本」

備。 （※）各

るアウトカム

ュ制度の創設

ュによる中立

ー消費量や

ら 

削減ポ

推計 

使い方

めの診断

標の達成に向

。  

復活のシナ

各家庭に対して

ム】 

設に向けた試

立性、信頼性

や温室効果ガ

「環境コン

診断ツ

エコ診断

・ 実施

・ 気候

・ 居住

等の特

的に実施
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向け、1990 年

ナリオ～」に

てＣＯ２削減の

試行的な家庭

性を確保した

ガスの「見え

ンシェルジ

ールを用い

断の効果の検

施主体 

候 

住形態 

性を考慮し

施 

環

年比で３割以

において位置

のための具体的

庭のエコ診断

たきめ細やか

える化」に関

ュ」の育成

いた家庭

検証を 

して試行

環境省地球環

以上増加して

付けられた

的アドバイスを

断・アドバイ

かな診断を促

関する仕組み

家庭の

タを解

・ 診

の

・ 効

検

・ マ

・ 資

検

等を実

環境局地球温

ている家庭部

「環境コン

を行う人材 

イスの実施。

促進するため

みの構築と 

のリアルタイ

解析し 

診断ツールの

の整理 

効果的な診断

検討 

マニュアルの

資格制度化に

検討 

実施 

温暖化対策課

部門の温室効

シェルジュ」

 

の基盤整備。

イムデー

の改善点

断方法の

の策定 

に向けた

課 

効

」

 

。  



 

 

 

【概要】 

■ 「新成

「次世

①予算

業の製

 

【アウトカ

■ 2020 年

～普通

～新車

 
 
【今後の取

■ 予算措

エコカ

もに、

く予定

 

 

図２

次

※参考 図

長戦略」及

代自動車戦

・税などに

造設備の導

 

カム】 

年において、

充電器 200

販売に占め

取組】 

置、税制措

ー減税、研

2012 年以降

。 

２ インフラ

世代自動

図１～３の

及び「エネル

戦略 2010」（

による次世代

導入に対する

以下を政府

万基、急速

める次世代自

措置について

研究開発プロ

降も必要な措

ラ整備ロード

動車（エコ

出典：次世

ルギー基本計

経済産業省

代自動車の導

る補助、④標

府目標とする

速充電器 500

自動車の割合

てはクリーン

ロジェクト、

措置を行う。

図１ 乗

ドマップ  

コカー等）

世代自動車戦
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計画」で掲げ

省）で掲げら

導入促進、②

標準化の推進

る。 

00 基設置。

合を最大で 5

ンエネルギー

低炭素型産

また、官民

乗用車車種別

    図

の普及促

戦略 2010（経

げられている

られている目

②車載用蓄電

進等の措置を

50％に。 

ー自動車等導

産業の設備導

民で電気自動

別普及見通し

図３ 国際標

促進及びロ

経済産業省）

経済産業

る政府目標

目標の達成に

電池等の研究

を実施。 

導入対策費補

導入補助等を

動車の国際標

し 

標準化ロー

ロードマ

 

業省製造産業

（【アウトカ

に向けて、2

究開発、③

補助金等の

を適切に執

標準化をリ

ードマップ 

ップの作

業局自動車課

ム】参照）、

2010 年は、

低炭素型産

導入補助、

行するとと

ードしてい

 

作成 

課 

産

い



経済産業

 

 

 

【概要】 

■ エネルギ

月、202

新たな燃

て、さら

 

■ 乗用車

メーカー

 

【検討経過

（総合資源

分科会自

・平成２

・平成２

・平成２

・平成２

 

【今後の取

■ 2011 年中

業省製造産業

 

ギー政策や地

20 年に向け

燃費基準の策

らなる省エネ

の燃費は、

ーの積極的な

過】 

源エネルギー

自動車交通部

２２年 ６月

２２年 ９月

２２年１０月

２３年 １月

取組】 

中頃までに検

業局自動車課

地球温暖化対

た乗用車等

策定により、

ネルギーを推

これまで省エ

な取組及び優

ー調査会省エ

部会自動車燃

月 第 1回 

月 第２回 

月 第３回 

月 第４回 

検討結果をと

乗用

、資源エネル

対策における

の新たな燃費

運輸部門に

推進する。

エネ法トップ

優遇税制等の

ネルギー基準

費基準小委員

とりまとめる

用車等の
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ルギー庁省エ

 

る運輸部門（

費基準の検討

おける CO2 排

プランナー方

の効果もあり

準部会自動車

員会合同会議

る予定。 

の燃費基

エネルギー新

（自動車部門

討を開始。省

排出量の約９

方式による燃

り、着実に改

車判断基準小

議） 

基準の強

新エネルギー

門）の重要性

省エネ法トッ

９割を占めて

燃費基準の導

改善が図られ

小委員会・交

強化 

ー部省エネル

性の観点から

ップランナー

ている自動車

導入・順次強

れてきている

交通政策審議

ルギー対策課

、2010 年６

ー方式による

車部門につい

強化、自動車

。 

議会陸上交通

 

課 

６

る

い

車

通



経済

 

 

 

【概要】 

■ ２０１０

用創出産

■ 将来、大

工場立地

創出と維

■ 公募の結

 

【アウトカ

■ 採択案件

となり、

含めて約

 

【具体的事

■ （株）リ

電気自動車

用電池の分野

ＨＥＶなどの

成長を先取

ン電池の分野

投資を実現。

 

■ 田中化学

従業員１

世界シェア

されるほどで

 

■ ソニーセ

携帯電話

イメージセ

への投資を加

一時は海外へ

大手半導体

済産業省経済

０年９月、「成

産業立地支援

大きな成長と

地促進と雇用

維持を条件に

結果、１２月

カム】 

件の実施によ

すその産業

約９万５千人

事例】 

リチウムエナ

車用のリチウ

野では技術面

の車載用、鉄

りして、栗東

野において、

。 

学研究所（福

５０名程度の

を大きく伸ば

であるが、本

セミコンダク

をはじめ、自

ンサへの需要

加速。世界ト

への生産委託

メーカーとも

済産業政策局

成長戦略実現

援の推進」を

と雇用創出が

用創出を図る

に、設備投資

月２７日に採

より、予算額

業に対して、

人の雇用創出

ナジージャパ

ウムイオン電

面で世界トッ

鉄道や建機な

東地区の第二

、韓国メーカ

福井県福井市

の中小企業で

ばしつつある

本補助事業を

クタ九州（株

自動車などあ

要が急速に高

トップシェア

託なども検討

も連携しつつ

低炭

地域経済産業

現に向けた３

を予備費の活

が期待できる

るため、製品

資を補助。

採択案件を決

額１，１００

毎年約１．

出が期待され

パン（滋賀県

電池などを主

ップ。今回の

などの産業用

二期工事を計

カーと競争で

市） 

であるが、リ

る。高い技術

を契機に、追

株）（長崎県諫

あらゆる機器

高まる中、韓

アを握るソニ

討。しかし、

つ、国内での

炭素型
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業グループ産

 

３段構えの経

活用により予

低炭素型産

品又はその部

決定。 

億円の約５倍

９兆円の需

れる。 

県栗東市）

主として生産

の補助金を機

用、電力平準

計画。これに

できる世界ト

リチウムイオ

術を持ってお

追加の設備投

諫早市） 

器にカメラが搭

韓国や台湾メ

ーは、需要の

今回の補助

の大規模投資

産業の

産業施設課、

経済対策」の

予算措置。 

業の国内投資

材の製造設備

倍に及ぶ約

要が創出され

産しており、

に、ＥＶ、Ｐ

化などの分野

により、リチ

ップレベル

オン電池の正

おり、海外か

投資を前倒し

搭載されるよ

メーカーも C

の伸びに対応

助金を活用し

資を決断。

の立地推

低炭素型雇

の第１ステッ

資を支援する

備等に対して

５，３００億

れる見込み。

自動車載

ＨＥＶ、

野での急

ウムイオ

の規模の

極材料で、

からも誘致

しで実施。 

ようになり、

MOS センサ

応するため、

て、国内の

推進 

雇用創出産業

ップとして、

ることにより

て、一定規模

億円の設備投

。さらに、す

、

業立地推進室

「低炭素型雇

り、国内での

模以上の雇用

投資の呼び水

すその産業も

室 

雇

の

用

水

も
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国土交通省都市・地域整備局都市計画課 

 

 

【概要】 

■ 「低炭素都市づくりガイドライン」とは、各地域における「低炭素都市づくり」の検

討や取組を技術的に支援するため、国土交通省が策定・公表した、低炭素都市づくり施

策やその効果分析方法に関する新しいガイドラインのこと。 

 

 

 

 

※ 地方自治法第 245 条の 4の規定に基づく「技術的な助言」の性格を有し、平成２２年８月に策定。 

 

【趣旨と効果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の予定】 

■ 実務の参考となるデータや事例等最新の情報を、順次国土交通省ホームページに掲載

するなど、本ガイドラインの活用のための情報提供と技術的支援を強力に推進していく。 

低炭素都市づくりガイドライン等の策定・普及 

○都市全体における施策効果等の基礎的な情報を明らかにする
ことが可能に。

○都市構造自体の方向性（コンパクトシティ化）をにらんだ客観
的で総合的な検討が深まる。

喫緊の課題である地球温暖化問題に対応するためには、住宅の環境性能向上な
どの単体対策のみならず、都市分野の対策を総合的に推進することが必要。

【都市分野の施策】
○市街地の拡散を抑制し、公共交通などの
交通対策と組み合わせて、集約的な都市
構造に誘導。

○建物の更新を面的に推進し、併せてエネ
ルギー利用の効率化や未利用・再生可能
エネルギーの活用。

○吸収源となる緑地の保全と都市緑化。

様々な施策をどのように組み
合わせるのが都市全体として
効果的かを客観的に比較でき
る確立した手法がなかった。

・地球温暖化対策地方公共団体実行計画（新実行計画）への本
ガイドラインの検討成果の盛り込み
・都市計画マスタープランづくりへの活用 など

しかしながら

たとえば

低炭素都市づくりガイドラインによって

○低炭素都市づくりの基本的な考え方
○考えられる具体的施策
○都市全体のCO2排出量変化を総合的に推計 により構成

するためのシミュレーション手法

開発したシミュレーションシステムのイメージ ①
（低炭素都市づくりガイドラインでできること）

対応施策のレイヤー

都市の中を更に細分化した
地区別の分析も可能

対応方策ごと
に、これに伴う
都市活動量の
変化を推計

を総合的に行うことが可能

施策ごとの分析

地区ごとの分析

施策や地区別分析と
データの整合性のある、
都市全体の排出量の推計

と

に加え、これらを集約して

従来は、施策ごとの推計方法はあった
が、異なる施策相互を組み合わせて分
析する方法が確立されていなかった。

体系的分析手法

必要なデータの
明確化・収集

現況分析
↓

課題把握

将来社会シナリオの設定
対応方策の設定

特長１：体系・総合性

対応するＣＯ2排出・

吸収量の推計

特長２：機動性
データ制約等に伴う簡便な計算
も可能

データや係数を、シナリオや対応方策
に応じて変動させてシミュレーション
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